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 千葉商科大学大学院商学研究科客員教授竹下史郎氏は、早稲田大学学位規則第 4 条第 2
項に基づき、2005 年 5 月 13 日、その論文『遺言執行者の研究』を早稲田大学大学院法学
研究科に提出し、博士(法学・早稲田大学)の学位を申請した。後記の委員は、上記研究科








本論文は、第 1 章「遺言・遺言執行者の現状と問題点」、第 2 章「遺言執行者の立法経過
と民法施行後の判例」、第 3 章「遺言執行者の職務権限に関する法的研究」、第 4 章「新た
な遺言執行者像の考察」という構成になっている。以下、本論文の概要を紹介する。 
 
























男女とも 70 歳台に多い傾向がみられた。第 3 に、遺言者が男性の場合には、婚姻中の男性
による遺言が高く 82%であるのに対して、遺言者が女性の場合は、逆に婚姻中の女性の遺









































































問題の解決のために、最判平 3 年 4 月 19 日(民集 45 巻 4 号 477 頁)は遺言の性質は遺産分
割方法の指定であり,権利の帰属は原則として遺言の発効時であるとして一応の決着をつ
けたものの、遺言執行者の職務権限について多くの問題を残したとしている。 






























































執行する余地はないとするものである。しかし、この議論は最判平 3 年 4 月 19 日(民集 45









遺言の有効性等についてもこれを積極的に解し、最判平成 11 年 12 月 16 日(民集 53 巻 9
号 1989 頁)へも大きな影響を与えた。 
 そして、遺言の性質がどうであれ、遺言において、特定の相続人に特定の財産が帰属す
ること、また相続させるべきことが明確であれば、あるいは、遺言執行者に対する遺産分
割実行委託の意思が明確であれば、遺言執行者の関与は可能であると論じ、最判平 3 年 4




































































































































る。その根拠として、最判昭和 31 年 9 月 18 日(民集 10 巻 9 号 1160 頁)をあげている。ま
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